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1書評J
保田芳昭著『国際化時代の流通政策』
ミネルヴァ書房， 1993年
岩下 弘
本書は保田教授の長年の多岐に亘る研究生活のなかで，特に流通政策の研
究に重きをおかれた最近10年間に発表されたものをまとめられたものであ
る。教授の流通および流通政策研究の基本的視座は，序章で展開されている
ように「科学的研究における流通軽視」の打破と「流通上の弱者に犠牲を強
要しつつ，国内外の流通大資本等に一層の市場機会を提供するもの」である
日本の流通政策の批判におかれている。
本書の内容は，序章：流通分野における構造転換，第1章：流通政策の理
論と現実，第2章：流通政策と中小零細商業，第3章：流通労働者の現状と
課題，第4章：現代流通と生協の位置，第5章：流通政策の民主的転換の課
題，第6章：経済摩擦と市場開放政策，第7章：大手小売業と輸入品販売，
第8章：大手小売業の国際化，第9章：流通国際化と大店法規制緩和，第10
章：現代流通の特質と展望，補章：イギリスの小売流通事情，である。以下
序章から順に紹介し，最後に検討を加えたい。
(1) 
戦後日本の流通は 2回の構造転換を経験し，現在第3段階に入っている。
第 1 段階は195~代中頃から60年代にかけてを出発点とする時代である。こ
の時期には，総合商社の再編・統合，百貨店の復興と新百貨店法施行，・スー
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パーの登場， U本独占によるアメリカ・マーケティングの本格的導入・展開
一流通機構・市場への独占的支配の本格化などがみられる。
第2段階は70年代前半から80年代にかけてである。この時期は，麻度経済
成長の破綻，巨大スーパーの商業独占化，大店法施行と規制強化を求める連
動の高揚，独占体の減量経営への移行，高度成長型マーケティングの破綻と
ソーシャル・マーケティングの台頭，流通近代化政策の流通システム化への
転進とその破綻，商業の沈滞と再編，生協の伸張などの特徴がみられる。
第 3段階は80年代中葉から現在に至る時期である。麻度情報化の時代であ
る。
このように戦後日本の流通の構造変革を段階規定したうえで，「戦後1:本
資本主義分析において流通経済分野は不当に軽視されてきた」（森下二次也
「講座現代日本の流通経済（全5巻）」の「刊行のことば」）かどうかを検討
し，科学的経済学に立脚する人々による「講座 今日の日本資本主義J,『l:
本経済への提言』，『大月経済学辞典」などにおいてさえ流通軽視がみられ，
経営学，労務管理論，労働経済論においても同様であることが指摘されてい
る。
このような現状を踏まえ，現代日本資本主義の構造的危機として流通分野
では商社冬の時代，流通系列化の行きづまり，大手百貨店・スーパーの業績
沈滞，中小零細商業の経営困難化・廃業などが現象しているおり， 80年代後
半以降の課題として，独占のマーケティングの批判的研究と商業資本の運動
法則の研究による反独占の流通経済論の構築の必要性が求められるとし，こ
れが独占的流通機構の民主的流通機構への変革において重要な貢献をなしう
ることが指摘されている。
(2) 
第 1章では流流通政策の体系化と戦後の流通政策の時期区分が行われる。
流通政策の成立は流通矛盾の存在が前提であり．しかもそれが成熟した流
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通問題化し，流通政策の実施主体によって社会問題として認識化されている
必要がある。
流通矛盾には流通部門内部の矛盾＝巨大商業と中小零細商業との矛盾と，
流通部門とそれ以外との矛盾＝生産力の発展と流通力の立ち遅れ，がある。
このような流通矛盾が政策課題となるか否かは，流通矛盾により被害を受
ける側の主体的な政策要求運動と流通政策の実施主体の姿勢にかかってい
る，として具体的な流通矛盾とそれに対する要求運動が示される。
資本主義が自由競争段階から独占段階に転化すると， 流通部門において
は，①巨大産業資本の流通介入，③独占的商業資本の成立と中小零細商業
の二重構造の出現，③協同組合流通の発展，④国際流通の重要性の増大，
⑥国家の介入の増大，などが現れる。
具体的には，生産力と流通力の矛盾，巨大資本と中小零細商の矛盾，資本
と賃労働の矛盾，商業資本と協同組合流通の矛盾，流通取引の矛盾，地域の
発展と流通の矛盾，国内流通と国際流通の矛盾などであり，それらに対して
流通近代化，出店抑制，振興・助成，労働条件改善，生協規制，不公正取引
・不当表示規制強化，地域経済活性化，民主的都市商業再興，市場開放，商
慣行是正，製品輸入拡大などの要求が運動として提起されている。
以上のような矛盾ー要求関係をもとに政策の体系化が意図されている。
流通政策
（広義の流通政策）
流通政策の体系
玉通経済政策ーー一流通近代化政策
一中小商業振興政策
一取引公正確保政策
這内流通政策—| ―物流合理化政策
（狭義の流通政策）
L—国際流通政策
L流通社会政策丁流通労働政策
一小零細商業福祉政策
一消費者流通保護政策
一地域流通政策
この体系の特徴は，①流通社会政策を国内流通政策のなかに位置付けて
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いること，R国際流通政策を入れること，である。
この体系を基牝にして戦後fI本の流通政策の時期区分がぷされている。
第 1期 (1945~60年）は日本経済の復興期と高度経済成長の咽備期でfilf
店法 (1956)，小完商業調整特別措謹法 (1959)などが制定されている。
第2期 (1960~73年）は高度経済成長期で，商業政策から流通政策への転
化期である。 この時期には消費者保護政策として割賦販必法 (1961)，景品
表示法 (1962) が登場してくるほか， 商店街振興組合法 (1962)，中小企業
基本法 (1963)，中小企業近代化促進法 (1963)，中小企業分野調整法 (1972),
中小小売商業振興法 (1973)，大店法 (1973)もでてくる。
第 3期 (1974~83年）は低成長への移行期であり，高度成長期の流通政店
が破綻を示す時期である。そのため大店法が改正 (1979)され，訪問販必法
が制定されてクーリングオフ制度が荘入される。
第4期 (1983年以降執筆時点まで・評者）は「80年代流通ピジョン」期で
ある。その基本的特徴として，①大店法改正の見送り，R中小商業者をも
ちあげ自己革新を要請，⑧消費者ニーズの変化の重視，④コミュニティマ
ート構想の推進，⑥共存共栄論の力説，が指摘され，これらは，①流通近
代化路線の継承，②売り手の論理，③改正大店法の強化改正の見送りと中
小小売業者の要求の拒否，④中小零細商の廃業や勧労世帯の実質収入と実
質消費支出の停滞の分析放儡，⑥商業労働者の劣悪な労働条件の放醤．と
いう問題点があると批判されている。
(3) 
第2章では，中小零細商業の運動と中小零細商業に対する公共政策が検討
されている。わが国の中小零細小売商業の分折はいろいろ困難な問題を抱え
ているのであるが，ここでは「一応の基準」として，零細： 1~4人規模，
小規模： 5~9, 中規模： 10~49,大規模： 50人以上と定義して分析されて
いる。
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1974~88年の推移の主な特徴として，商店数では 1~2人規模の比重の低
下と中・大規模の比重の増大，従業者数と年間販売額では零細規模の比重低
下と大中規模の増大， 1人当たり年間販売額では格差縮小がみられる。
これを言い換えれば，小売業界では一方でごく一握りの百貨店・スーパー
が指導的地位を確立し，他方では中小零細小売のうち零細小売店の淘汰，危
機が深刻になっていることを意味する。
これは 2極への階層分化の進行であり，戦後日本資本主義の独占的再編の
商業分野での進展であり，商業競争の激化の反映であり，流通近代化政策の
結果でもある，とされている。
これに対する中小零細商業者運動は「業界団体がその業界の利害と力量に
応じて政治・行政に働きかけ，その要求実現に努力するわけだが，一般には
その業界の上層・中堅の利害が反映しやすく，小零細商業者の期待に応えら
れないことが」あり，それが流通ビジョンに共通してみられるような「大資
本の利益に奉仕する流通近代化路線の踏襲」とか，「90年代流通ビジョン」
にみられるような諸特徴， すなわち，①大資本の利益に奉仕する流通近代
化路線の踏襲，②規制緩和，⑧現状分折の不十分さ，④大店法の強化改
正の見送り．⑥流通労働条件改善，消費者の組織活動の無視，⑥中小小売
業の事業機会の確保の軽視， Rハイマート2,000構想などの乱発，などを許
してしまう結果となる，と指摘されている。
(4) 
第3章は流通労働者問題である。資本主義経済の発展につれて産業構造が
変化し，第 3次産業の比重が高まってきている。最近の10年間でも商業関係
労働者（卸・小売・飲食業）は1976年の742万人から1988年の1,021万人へ増
加し，全産業労働者の22彩を占めるにまでいたっている。
では流通労働者とは誰を言うのかについて教授は，卸・小売資本に雇用さ
れる商業労働者，巨大メーカーなどで流通・市場支配に従事するマーケティ
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ング労働者，生協や農協などの協同組合流通に従事する流通労働者，と規定
される。
このような流通労働者は．賓本主義の発展による商品の量的増大と価値実
現の困難の深化によって増大するのであるが，その労働条件は低賃金と屁時
間労働を特徴とし，その他にも人ぺらし合理化，子会社への出向．パートク
イマーの増大，派遣店且問題などを掬えている。
また，国際化の進展につれての海外派遣労働者問題の深刻化，情報化のた
めの OA機器導入による VDT皮膚炎問題，などが指摘されている。
このような問題を抱える流通労働者の劣悪な労働条件の改善は労働組合の
任務であるが，流通労働組合の現状からして多くの困難な課題がある．とし
て組織化の推進，労働者の一致した要求にもとづく組合運動の推進，幅広い
視点からの政策立案能力の向上，地域的・全国的な組織づくり，の4点が指
摘されている。
(5) 
第4章は生協の問題である。戦後独占資本主義の流通局面における独占的
商業資本による市場支配の進行のなかで注目すべきものに農協，生協を中心
とする協同組合の発展がある。特に生協は高度経済成長の強資本蓄積路線が
生み出した欠陥商品，有害商品などに抵抗する消費者運動の中心的担い手と
なって成長して来た，と位置付けられている。
しかし著しい発展はみられるものの，全国の小売売上高に占めるシェアは
約2彩であり，国際的に見ても低位にあるだけでなく，他の小売経営形態と
比ぺても未成熟な経営形態である，と指摘されている。
ここでは特に，生協規制問題について述べられている部分を紹介しておき
たい。なぜならこの生協規制問題は「わが国における反動攻勢の 1つの現
れ」だからである。
80年代に入って，大型店規制が強化されるにつれ生協規制強化の動きが出
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て来ている。もともと商店街などは生協店舗出店反対を唱えていたのではあ
るが，これが自民党を巻き込んだ全国的大合唱になり，自民党は「大型間接
税導入にたいする反対勢力の分断，平和を守る運動，革新政党の支持基盤ヘ
の抑圧」という政治的狙いを込めて，生協規制問題を「執拗に検討」してい
る。
中小小売商団体の要求は，①生協店舗の大店法による出店規制，②ディ
スクロージャーの徹底，③税制上の優遇措置の廃止，④員外利用禁止の徹
徹，である。
また自民党の規制強化案は，組合員数2万人以上の生協への大店法の規定
適用である。
これらの規制強化要求にたいして教授はそれらの問題点を指摘，批判して
いる。第1は，消費者の自発的・自主的組織である生協に，利潤追求を目的
とする小売業に適用される大店法を適用するのは誤りである，第2は，組合
員数を基準にするのは何故に 2万人か根拠が不明であり，そもそも組合員数
を規制基準にするのは現行大店法と適合しない，第3は，厚生大臣との協議
については，生協は厚生省の所管であり問題がある，第4は，課税について
はすでに近年強化されて来ているし，営利を目的とした事業が禁止されてい
る生協は非課税でも当然である，の4点である。
これらの批判点はすべて正当である。
(6) 
第5章は，流通政策の民主的転換問題である。現代日本の流通政策は「支
配的な独占体の利益」を擁護するものであるから，その民主的転換は容易で
はない，という基本認識に立ち，それゆえに「流通分野の「下からの」変革
の運動が，他の諸分野の変革の運動と結合して，独占本位の政治システムを
国民本位の政治システムに転換する統一戦線的政治民主主義の実現をとおし
て経済民主主義の諸課題の全体が達成しうることになろう」という包括的理
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念が提示されている。
しかも．「経済民主主義の一環をなす流通民主主義の客観的条件は． とく
に小売分野で成熟してきている」のであって．あとは「流通民主主義を実現
する主体的条件の形成」と「民主的流通ピジョン」＝「民主的流通政策の体系
モデル」の策定であり， その基本理念は，「流通主権を独占から li民・地域
住民に置換し，独占の反社会的・反消費者的横暴を民主的に規制し，流通の
現実的担い手である流通労働者，中小零細商人，流通協同組合員および動労
消費者大衆の生活と営業と労働の諸条件を[J上•発展させること」にある。
このような基本的立場からの民主的流通政策の基本政策は，前述の流通政
策の体系から，「民主的流通政策と民主的流通社会政策の有機的総合政策」
となり，民主的流通政策の柱は．「産業独占と流通独占にたいする民主的規
制，独禁政策の強化による公正競争秩序の確保，および中,Jヽ零細商業や協同
組合にたいする抜本的な振興助成」となる。
一方，民主的流通社会政策は，「流通労働者の福祉向上， 貧困化しつつあ
る小零細商人等への社会保障，および住民主権・住民自治の立場からの民主
的な商業都市・街づくり」が主な柱とされている。
特に，地域商業都市政策として，「大型店の許可制なしに総合調整ができ
るかのごとき見解があるが，それは幻想であり，不可能」である．と現在の
一般的な潮流を厳しく批判・否定し，住民参加の「商業都市計画委員会」で
調整すぺきであると提案され，これらの下からの民主的流通政策を保障する
ためには民主的な「流通基本法」が必要であることが提示されている。
(7) 
第6章は，経済摩擦と市場開放政策問題であるが，主に1985年のアクショ
ン・プログラムが検討されている。
このプログラムは周知のように日本の巨額の貿易黒字に対するアメリカを
中心とする海外諸国からの批判に対応して急ぎ策定されたもので，「我が国
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の市場が国際水準を上回る開放度を達成すること」を目標としている。
このブログラムに対して教授は， 3点についてかなり詳細な批判を加えて
いる。そもそもアクション・プログラムは「国民的合意をえて慎重に形成さ
れたものとはいえない」としたうえで，第1の問題点として，戦後流通史上
まれにみる政府の介入＝商業の国家統制色が強いものである，としている。
第2は，輪入拡大が消費者利益となるには，商品の安全性の確保，独占価
格の排除， 競争条件の確保， 米自給体制の確保， の4つの条件が必要であ
る，というものである。
第3は，「アクション・プログラムを軸とした政府・自民党の市場開放政
策では直面する経済摩擦を根本的に解決しえないばかりか，国内諸矛盾を激
化する」という点である。原材料を輸入し，加工することによって「中小零
細企業が生産と流通にかかわって拡大再生産する」という特質を持つ日本の
経済構造は，「歴史的，社会的な諸条件」によって培われて来たものである
から，「直面する経済摩擦の解消にあたって，政府・自民党のアクション・
プログラムや経済構造調整政策は，アメリカ側での原因と責任を棚上げし，
また輸出急増の真犯人である自動車や機械など大企業の社会的•国際的責任
を不問にし， 輸入促進によって国内の経済構造を転換し，流通業界に介入
し，かつ国内的諸矛盾•コンフリクトを高めるという重大な問題性をもつこ
とを看過してはならない」という指摘は重大であり，的をえたものであると
いえよう。
(8) 
第7章は，百貨店の輸入品販売，円高差益還元問題，円高活用プランにつ
いて述ぺられたものである。
百貨店の輸入品販売については，日本百貨店協会の「昭和61年度における
百貨店の製品輸入実態調査結果」・を用いて企業別．地域別，商品別にかなり
詳細な分析がなされている。
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それによると，製品輸入を行っている72社の輸入品販売額は4.917億円で
年間総売上高の7.6%を占めている。そのうち88.6%が都市百貨店． fi輸入
にいたっては都市百貨店25社で97.7%を占めている。
直輸入の商品構成をみると，衣料・ファッショングッズ39クo，その他（真
術・工芸品等） 25%，身の回り品17.3彩となっている。
また仕入れ先地域をみるとヨーロッパ68.2鋲アメリカ16.3笙アジア9.8
％の順となっている。
円高差益還元問題については政府の諸調査の分折をもとに，教授は「円高
の急進の中で，必ずしも輸入品の販売価格は十分値下がりしていないこと，
とくにプランド品についていえること，消費者は円高差益還元が不十分だと
みていること，輸入総代理店が人幅なマージンをとっていることなどがあき
らかになってきた」ことを指摘し，不十分なP)高差益還元の元凶は輸入総代
運店制度にあるとされている。
円高プランについては，この章では第 1次，第2次プランについての分折
である。問題点を含めて種々指摘されているが，教授自身がまとめておられ
るのでその部分を引用しておきたい。
「大手小売業界への通産省の指導・要請という形ですすめられた円高活用
プラン•…••このプランは政府と大手小売業が共通の利益で結びついているこ
と，このプランは圧倒的多数を占める中小小売商が除外されていること，小
売価格の引き下げもある程度幅広く進展しているが，なお不十分であり，差
益還元上，輸入総代理店制度等に問題があること，大手小売業が海外進出し
ていること等を明らかにしてきた」。
(9) 
第8章は， 大手小売業の国際化として，「第3次円高活用プラン」問題と
大手小売業の海外拠点設置と開発輸入が分析されているが，ここでは後者を
取り上げたい。資料は通産省の「大手小売業の円高活用ブランについて」
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(1988年）が用いられている。
百貨店・スーパーの海外駐在事務所・買付事務所等は， 百貨店では98カ
所，スーパーでは65カ所にすでに設置されている (1988年2月現在）。
これを地域別にみると百貨店では欧州36彩，米国23彩，アジア39彩であり，
スーパーではそれぞれ6彩， 15%,77彩となっている。百貨店の欧米志向，
スーバーのアジア志向とはっきりしているが，「百貨店がこの 1年5カ月の
間に増設した14カ所のうち 8カ所までがアジアであり，百貨店のアジア志向
も開発輸入と関連して進み始めた」と指摘されている。
この資料の分折から，次の4点が明らかにされている。第 1は， 1970年代
後半からの増加傾向と80年代後半からの急増，第2は，海外拠点のうち36彩
が店舗， 62彩が駐在事務所であること，第 3は，拠点づくりが百貨店では 5
年周期傾向があるのにたいしてスーパーは一貫した増加傾向であること，第
4は， 80年代の特徴となっていること，である。
開発輸入についてはその急速拡大の背景には「急速な円高」があり，「開
発輸入品販売額は， 1984年度から87年度（計画中）にかけて，百貨店では2.3
倍，スーパーでは2.5倍に急増している。しかし輸入品販売額に占める開発
輸入品販売額の割合は， 1987年度計画において，百貨店では未だ3.8彩に過
ぎないのに対し，スーバーでは35.796にも達している。これは……開発輸入
相手国はアジアが多いこと，スーパーのアジア志向と密接に関連してい」と
指摘されている。
(10) 
第9章は「流通国際化と大店法規制緩和」であるが，主たるテーマは大型
店の増加が輸入拡大につながるのか否か＝黒字べらしに役立つのか否か，で
ある。
まず流通国際化へ向けての各方面からの提言を分析し，その手段としての
流通規制緩和についてのアメリカ， OECD,国内各界の動向を概観し，そこ
128(744) 第 38 巻第 5 サ
に共通するのは「大型店の発達が製品輸入の拡大につながる」との「過大な
期待」であることが折出されている。そして，それらの流通規制緩和の具体
化として大店法規制緩和がでてくるのである。要するに一般に黒字増大→r"
場開放圧力→流通規制緩和→大店法規制緩和→大屯店出店増加→輸入拡大→
黒字減少という図式が描かれているのであるが．教授はこれが誤りであるこ
とを指摘し，それが国会の論議でもとりあげられ，上の図式批判の論拠とさ
れたことは周知のところである。
そこで教授は種々の統計を駆使して，第 1に大手小売業の輸入品販必額の
伸び率の推移と日本の消費財翰入の伸び率との比較，第 2に日本の梢費財翰
入に占める大手小売業のシェア，の2点を検討する。
第1の点については，大手小必業で翰入品がよく売れているという一般論
は一応妥当であること， 1987年には日本の梢費財輸入は円ペースでも大手17
社の対前年伸び率を大幅に上回っていること，中小零細小売業や飲食店でも
輸入品の取り扱いの急増が推測しうること，が指摘されている。
また第2点については，「流通規制緩和論が強調するほど大手小必業 17社
の輸入シェアは大きくないこと」＝「大店法規制緩和論が声高にいう論拠はき
わめて根拠薄弱」であることが示されている。
流通規制緩和が推進されても，「①アメリカなどは外圧はかけたが，輸出
品の期待された増大はえられないであろうし，R大手小売業などの大型店
の流通支配は増大するだろう。③その結果小零細小光業の廃業・転業が一
層加速され， ……国民の消費生活を犠牲にすることになろうし， ④このこ
とによる経済摩擦解消の効果も期待できない」とされている。
(11) 
第10章では，これまでのところを集約するような意味での現代流通の特質
として以下の点が指摘されている。
第 1は， 独占的大企業・巨大企業が支配的地位を占めていること， 第2
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は，にもかかわらず中小零細商業が商店数で圧側的多数を占め，現代流通の
底辺を支えていること，第 3 は，生協•農協を中心とする協同組合流通が重
要な地位を占めていること，第4は，国家の役割の増大，第5は，流通労働
者の諸条件の依然とした劣悪さ，第6は，流通の一方の位置を占める消費者
の被害の増大，第7は， 情報化の進展． 第8は， 国際流通面での矛盾の深
化，である。
このような特質をもつ現代流通の将来展望についての2つの途が指摘され
ている。一つは，独占的大資本ないし多国籍企業の利益に奉仕する途であ
り，もう一つは，流通上の弱者に奉仕し，流通民主化を実現する途である。
このために， 国連レペルでの多国籍企業の行動を規制するための「国連憲
章」の制定が提案されている。
また，この章では「近年の変化する流通問題」が原論文後の変化として新
たに書き加えて補足されているが，そこでは，①「90年代流通ピジョン」の
破綻，R日米構造問題協議による日米貿易インバランスの改善失敗，⑧大
型店出店の急増，④小売商店数の継続的減少，⑥国際流通政策の失敗，な
どが指摘されている。
(12) 
補章では，イギリスの小売業問題が論じられている。これは教授が大学の
在外研究員としてロンドンに半年間滞在し，調査・研究をしてこられた成果
の一部である。ここでも教授の視点は中小零細商業者にすえられており，ィ
ギリス小売業の特徴を「大手小売業への資本と販売の集中であり，他方で
は，そのあおりをうけた中小零細小売業の衰退と生協の相対的地位の低下，
流通分野で働く労働者の劣悪な状態である」と適確に指摘し，統計をもとに
検証されている。
イギリスの小売業における上位集中は激しく，総小売取引に占める 5大企
業グループのシェアは18.1劣， 10大企業グループでは27.8彩となっている。
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これを業種別にみると，食料品ではそれぞれ34.6;-ti, 47. 5~ となっている。
日本では上位200社のシェアが26.44J (1988年度）であるところからも，ィ
ギリスの小売商業における独占化の進行は明らかである．とされる。
中小零細商業の動向については，教授が居住されていたコ-•ルダス・グリ
ーン商店街の調査からその没落傾向を検証されている。
この商店街は，ロンドンの北西部にあり， 80年の歴史をもっている。店舗
数は 102店で．小売商業71店，非小是商業（金融，サービス．飲氏） 22店．
空店舗9店 (1989年5月29日現在）の「買回り商店街」である。
その特徴的問題点として，①空店が多く新陳代謝が激しい．②この変化
は目新しいことではない，⑧マルティプルの出店による商店街文配の増火，
④日曜営業の店の多さ， が指摘されている。 この原因の基礎には「H本の
ような大店法がないということ，サッチャー政権下の新自由主義的競争の論
理にさらされているということ， r小さな政府」政策があることは明らかで
ある」ということである。
また小売流通労働組合 (USDAW)について調査され，「USDAW にと
っての最大の問題は，①組織問題であり，組合且の出入りがはげしいこと，
とくに出ていく問題であり，②低賃金と悪労働条件の克服の問題である。
ではなぜ大量の脱退があるかというと， ①組合員が転職すること， R失
業， そして， ③経営者による仕事場の再編がその理由」と指摘されてい
る。
(13) 
最後に全体を通して検討してみたいと思う。本書は，告名は「流通政策」
とはなっているものの流通理論，政策論，現状分析，海外流通と内容は多岐
にわたっており，ページ数はともかく質的には大著である。そのすべてを検
討するのは評者の能力を超えるので，流通政策に関するもののみ検討してみ
たい。まず流通政策の体系化がある。教授は流通政策を国内と国際流通政策
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にわけ，国内流通政策を流通経済政策と流通社会政策にわけている。従来き
まった分類とか体系が存在せず，それぞれ必要に応じて体系を組み立ててい
たのであるが，すべて教授の体系の流通経済政策のみであった。
そこに流通社会政策という枠組みを導入されたのである。初めてであろ
う。教授の学問の基本視座からして当然といえばいえるが興味深い体系であ
る。なかでも地域流通政策の提示は，現在ポスト大店法とのからみで「街づ
くり」が議論になっているだけにその必要性は高く，説得力があろう。その
内容については地域商業都市政策としてすこし述べられているのがそれに当
たると思われるが，今後もっとそれらを具体的提案として提示してもらいた
いものである。
国際流通政策は，従来の貿易政策を主軸とするが，国際商品流通に関する
より広い内容のもの，とだけしか述べられていないのでその体系は不明であ
るが，本書の内容からしてかなり現代的な内容をもつものが構想されている
ように思われる。これまた今後の明確な体系化が待たれるところである。
次に，流通政策の民主的転換であるが，民主的流通政策として多くの政策
が提示されている。現在流通局面でかかえている諸問題すべてにわたるもの
である。特に地域商業都市政策として許可制の新法の制定，出店調整を行う
「商業都市計画委員会」の創設，それを担保するための「流通基本法」の制
定など極めて重要で斬新なものであり，われわれが早急に取り組まねばなら
ない重要な課題である。具体的な内容の提示が望まれる。
ただ問題は，教授の指摘にあるように方法論と主体形成論である。これに
ついては教授自身の結論部分を，少し長いが引用しておきたい。
「一一流通民主化統一戦線を構築するとともに他の民主諸団体・政党に働
きかけ，それらとの協力と連帯が不可欠である。そしてなによりも，全国各
地の地域においてそれらが流通民主化地域共闘をつくりー特定問題につき結
成されてきつつある一，住民主権・住民自治の立場で連帯行動を強め，先述
の基本政策の骨格の内部でも不可避的に生ずる人民内部の矛盾は徹底的に話
し合いで解決し，また行政当局を住民サイドに立たせるとりくみが重要であ
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る」。少し荷が重い感はあるが重要な指摘である。
また，大店法と流流規制緩和問題については．教授は大店法の規制緩和が
形式的には市場開放→翰入拡大につながっても．実際は日米貿易のインパラ
ンス改善にはほど遠いことを証明された。それが国会の論議の中で規制緩和
批判の論拠として取り上げられたことは前述のとおりであるし．新聞に教授
の見解が掲載されたのも周知のところである。
大店法の扱いは．日米構造問題協議での合意の最終段階である改正後d)
「さらなる見直し」の段階にさしかかっている。より一層の緩和の意味する
ところは教授の指摘が今なお有効である。
最後に，希望を述ぺてこの稿を終えたいと思う。本害の中で「流通力」と
か「流通主権」とか新しい用語が用いられている。その意味するところは大
体推測は出来るが，学問的な議論の発展のためにはもう少しその概念なり．
内容なりを具体的に示していただけるとわれわれ後学のものには有益である
と思われる。
